
 資料－１  

  

津波避難ビル等に係るガイドラインの検討の流れ 
 

第３章 整備にあたっての留意点                 資料－２ 
第１節 専用の津波避難ビル等を新設・指定する場合の留意点 
・必要な基本機能(構造的要件、避難スペースの広さ、アクセスルート) 
・その他の機能(非常時の機能、平常時の活用) 

第２節 津波避難ビル等としての機能を有する施設の事例 

第２章 津波避難ビル等の要件及び留意点 
第１節 構造的要件                     資料－４ 
・地震発生時の耐震条件 
・津波発生時の耐波条件 

第２節 位置的要件                     【第二回検討会】

・避難困難地域の抽出及び津波避難ビル等候補の選定 
・津波避難困難者数の算出(地域住民、観光客等を考慮) 
・津波避難ビル等候補の選定に伴うカバーエリアの設定(候補選定の留意点) 
・避難路・避難方法等 

第４章 津波避難ビル等の利用・運営に係る留意点         【第二回検討会】

第１節 津波避難ビル等への避難 
・避難開始のトリガー情報等 
・解錠 
・津波避難ビル等への誘導（標識(ピクトグラム)） 

第２節 利用・運営 
・津波避難ビル等の利用・運営(運営主体、運営内容等) 
・利用・運営終了後の行動(指定避難場所等への避難) 

第５章 指定に係る協議・交渉の留意点              資料－３ 
第１節 主体(市町村・の協議)毎の協議・交渉の方針 
第２節 指定における協議・交渉事項 
・対象施設について(敷地、建物、所有者等) 
・利用運営について(使用目的、使用期間、避難対象者等) 
・所有者の責務について(施設の使用料、施設・備品の破損時等の対応、避
難時の事故等に係る責任) 
・その他(有効期間等) 

第３節 機能付加の例 
・外部階段の設置 
・施錠を自動解錠する機能の付加 

第６章 住民等への普及・啓発               【第四回検討会(予定)】

第１節 周知・普及・啓発活動 

第２節 避難訓練 

第１章 はじめに                        資料－５ 
第１節 本書の目的 
第２節 津波避難ビル等に求められるもの 
第３節 定義 
第４節 全国沿岸市町村の津波避難ビル等に係る指定状況 
第５節 本書の利活用にあたって 


